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※その他自主財源：分担金・負担金、使用料及び手数料、財産収入
※その他依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、
　　　　　　　　　株式等譲渡所得割交付金、地方特例交付金、
　　　　　　　　　法人事業税交付金、交通安全対策特別交付金、
　　　　　　　　　自動車税環境性能割交付金

令和６年度 決算報告
　1年間でどのような事業を行っ
たかを示す「令和 6年度決算」が
9月議会定例会で認定されました
ので、皆様へお知らせします。

　令和 6年度一般会計決算は、歳入総額が 103億 6327 万円（△ 9.5％）、歳出総額が 99億 9993 万円
（△ 8.7％）となりました。
　歳入は、新庁舎建設事業等の財源である町債や繰入金が減少したことから、全体で 10億 8565 万円の
減となりました。
　歳出は、新庁舎建設事業や令和 3年 8月豪雨災害に係る災害復旧事業等の投資的経費の大幅減より、
全体で 9億 5049 万円の減となりました。
　なお、工期等の関係で令和 7年度に繰り越した事業は、西ノ原土地区画整理事業やプレミアム商品券事
業など 15事業で 9億 1920 万円です。

歳　入　103億6327万円
（前年度比 9.5%、10億8565万円の減） 【歳入用語説明】

決算概要

物価高騰対策事業

町税
個人町民税、法人町民税、固定資産税、軽自動車
税、町たばこ税、入湯税
地方交付税
自治体の規模等に応じ、国が定める行政サービス
に必要な費用について、不足する自治体に対して
交付される財源
国・県支出金
目的に応じて国、県が自治体へ負担及び助成する
もの
町債
町が建設事業等を行う際に、国の同意等を得て行
う借入金
繰入金
積み立てた基金を取り崩して使う財源
交付金・譲与税等
特定の目的で課税された国税等が自治体の規模等
に応じて配分されるもの

主な普通建設事業

・定額減税補足給付金事業・・・・ 1億3145万円
・非課税世帯支援給付金事業・・・・・ 3818万円

・特定生活支援給付金事業・・・・ 5991万円
・農業資材等価格高騰対策事業・・・・・ 457万円

新庁舎建設事業　3億9770万円 タウンバス運行事業　1284万円 鬼木古民家整備事業　1374万円
※写真は役場別館「よりそっと」のみ掲載

47.0％

その他依存財源
1億8168万円(1.9％)地方消費税交付金

3億6600万円(3.5％）

県支出金
8億3562万円(8.1％)

国庫支出金
14億5886万円(14.1％)

歳入
町債

2億2120万円(2.1％)

地方交付税
24億2934万円(23.4％)

寄附金
18億5918万円(17.9％)

繰入金
8億8610万円(8.6％)

諸収入
1億6317万円(1.6％)

町税
13億1239万円

(12.7％)
繰越金
4億9851万円(4.8％)

その他自主財源
1億5122万円(1.4％)
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項　　　目 経費内容 波佐見町 類似団体
給　　　料 町税 93,482 139,051
親からの仕送り 地方交付税、国庫支出金など 375,490 413,134
家族の収入等 負担金、使用料、寄附金など 154,824 64,987
貯金の引き出し 繰入金 63,117 40,894
ローンの借入れ 地方債 15,756 53,331
前年からの繰越金 繰越金 35,509 33,468

合　　　計 738,178 744,865

項　　目 令和6年度 前年度比較 内容説明
財政力指数 0.40 0.01㌽増加 財政力を示す指数、高いほど良い

経常収支比率 82.8 2.7㌽減少 財政の弾力性を示す数値、低いほど良い

実質公債費比率 9.0 0.6㌽増加 各年度に負担した債務の割合の3年平均、低い
ほど良い）

将来負担比率 - - 将来にわたり負担する債務の割合、低いほど良い

※実質赤字・連結赤字比率は、黒字のため該当なし

項　　目 令和 6年度末 前年度からの増減
積立基金 49 億 7634 万円 2億 9558 万円増
地 方 債 67 億 3273 万円 2億 7598 万円減

項　　　目 経費内容 波佐見町 類似団体
食費・光熱水費 人件費、物件費 159,230 214,569
教育費・仕送り・
親類への援助

扶助費、繰出金、補助費
など 337,109 274,234

増改築・車の購入 投資的経費など 93,512 115,579
貯　　　金 積立金 84,112 41,066
ローン返済 公債費 38,334 64,511

合　　　計 712,297 709,959
※令和 7年 3月 31 日現在の人口 14,039 人で算出しています。
※類似団体は令和5年度の数値です。

歳　出　99億9993万円
（前年度比 8.7%、10億8565万円の減）

【目的別歳出用語説明】

【性質別歳出用語説明】

議会費
町議会運営に要する経費
総務費
全般的な事務、財産管理、統計、選挙、税の賦課
徴収などに要する経費
民生費
子ども、高齢者、障がい者等の福祉に要する経費
衛生費
環境保全、疾病予防、健康増進などに要する経費
労働費
勤労者福祉や雇用対策等に要する経費
農林水産業費
農林業の振興や林道整備等に要する経費
商工費
商工業や観光の振興などに要する経費
土木費
道路や公園など社会資本整備に要する経費
消防費
消防や防災などの災害対策に要する経費
教育費
学校教育や生涯学習などに要する経費
災害復旧費
災害により被災した施設等の復旧に要する経費
公債費
過去に借り入れた地方債（借金）の元利償還金

人件費
職員の給与や手当、議員報酬、各委員会委員の報
酬などの経費
扶助費
児童手当、認定こども園・保育所への給付費、障
害者福祉費、老人福祉費、医療費助成など社会保
障費にあたる経費
公債費
過去に借り入れた地方債（借金）の元利償還金
物件費
行政事務経費（旅費、消耗品費、通信運搬費、委
託料、備品購入費など）
維持補修費
自治体が管理する道路、施設などの維持補修費
補助費等
各種団体への補助金や複数の市町で構成している
団体等への負担金など
普通建設事業費
道路、橋、学校、公共又は公用施設の新増設等の
建設事業に要する費用
繰出金
一般会計から特別会計に支出される経費

波佐見町の決算を家計簿にたとえると・・・｠

令和６年度の財政指数等

町民 1人当たりの収入額　 （単位：円）

■財政指数

町民 1人当たりの支出額　 （単位：円）

■地方債及び積立基金残高

公債費　5億3817万円(5.4％)

災害復旧事業
2118万円(0.2％)

教育費
10億7575万円(10.8％)

普通建設事業費（単独）
10億8491万円(10.9％)

商工費
2億7732万円(2.8％)

繰出金
6億1867万円(6.2％)

目的別歳出

性質別歳出

労働費
558万円(0.1％)

積立金
11億8085万円(11.8％)

農林水産費
2億9873万円(3.0％)

投資及び出資金・貸付金
9545万円(0.9％)

土木費
7億8676万円(7.9％)

普通建設事業費（補助）
1億7766万円(1.8％)

総務費
31億2476万円
(31.2％）

扶助費
21億1904万円
(21.2％)

民生費
29億8552万円(29.8％)

補助費等
18億9951万円(19.0％)

議会費8381万円(0.8％)

人件費
9億8164万円(9.8％)

衛生費
4億3215万円(4.3％)

町の経費を
その行政目的によって

分類した支出

町の経費を
その経済的性質を
基準として
分類した支出

消防費
3億4922万円(3.5％)

災害復旧費
2118万円(0.2％)

県営事業負担金　531万円(0.1％)

公債費
5億3817万円
(5.4％)

物件費
12億5379万円
(12.5％)

維持補修費
2375万円(0.2％)
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諸支出金2098万円(0.2％)
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　地方自治体には、町税や交付金を財源とする一般会計のほかに、各種保険加入者が納める保険料や、町民のみなさ
まから徴収している水道使用料などの『特定の歳入』を財源として運営すべき事業会計があり、それらを特別会計、
もしくは公営企業会計として管理しています。波佐見町には3つの特別会計と3つの公営企業会計がありますが、多
くは会計単体での独立採算が難しく、一般会計からの繰出金、補助金等を受けながら事業を実施しています。

国 民 健 康 保 険 事 業 　主な歳入は、国保加入者からの保

険料や県支出金です。歳出について

は、医療費が全体の７割以上を占め

ており、県に事業費納付金を納める

ことによって医療費全体が県から支

給される仕組みとなっています。ま

た、県からの交付金等特定財源を差

し引いた額を保険料として徴収して

います。

　前年度と比較すると、被保険者数

は減少している一方、医療費は増加

傾向にあります。1人あたりの医療

費は未だに高水準にあるため、今後

もその抑制に向けた予防事業への取

り組みが必要です。

歳入 歳出

保険料 2億 8489 万円 総務費 1415 万円

国庫支出金 379 万円 療養諸費 10 億 5883 万円

県支出金 13 億 1601 万円 高額療養費 1億 8584 万円

一般会計繰入金 9766 万円 その他保険給付費 568 万円

前年度繰越金 4807 万円 国民健康保険事業費納付金 3 億 7491 万円

その他 156 万円 保健事業 3212 万円

基金積立金 1741 万円

その他 406 万円

　　歳入合計 17 億 5198 万円 　　歳出合計 16 億 9300 万円

後期高齢者医療保険事業 　主な歳入は、保険料及び繰入金で
す。被保険者数の増加及び２年に１
回の算定基準の見直しにより、保険
料は前年度より約 1,947 万円増加
しています。これらは、歳出のほと
んどを占める広域連合納付金として
支出されます。
　後期高齢者医療は、県単位の医療
保険制度であるため、各市町が納付
金として資金を出し合い、統括する
広域連合で医療費等の支払いが行わ
れています。

歳入 歳出

保険料 1億 4650 万円 総務費 756 万円

一般会計繰入金 7212 万円 広域連合納付金 2億 1559 万円

前年度繰越金 34 万円 その他 54 万円

その他 701 万円

歳入合計 2億 2597 万円 歳出合計 2億 2369 万円

介 護 保 険 事 業 　介護保険では、高齢者自身が元気

なうちから介護予防に取り組み、介

護が必要な状態になっても住み慣

れた地域で安心して暮らせるよう、

サービス給付や各種事業を行ってい

ます。

　少子高齢化と共に、高齢者を支え

る担い手不足が深刻化する中、医療

と介護の連携、認知症に関する施策、

住民同士の支え合いなど、高齢者を

取り巻く環境を包括的に支える「地

域包括ケアシステム」の必要性が重

視されています。今後も「誰もが住

み慣れた地域で安心して暮らし続け

られるまち」を目指した支援を行い、

安定した介護保険事業の運営に努め

ます。

歳入 歳出

保険料 2億 9308 万円 居宅サービス給付費 5億 6370 万円

国庫支出金 2億 5811 万円 地域密着型介護サービス給付費 2 億 9208 万円

調整交付金 7037 万円 施設介護サービス給付費 2億 5645 万円

支払基金交付金 3億 4832 万円 福祉用具購入費 264 万円

県支出金 1億 8942 万円 住宅改修費 227 万円

一般会計繰入金 1億 9624 万円 サービス計画給付費 6578 万円

繰越金 3742 万円 高額介護サービス等費 2149 万円

その他 898 万円 特定入所者サービス費 3305 万円

介護総務費 1145 万円

地域支援事業費 1億 1369 万円

その他諸支出金 1918 万円

基金積立金 45 万円

歳入合計 14 億 0194 万円 歳出合計 13 億 8223 万円
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収入 支出

企業債借入 2400 万円 建設改良費 5548 万円

一般会計補助金等 6261 万円 元金償還金 1億 5235 万円

国庫補助金 2150 万円

受益者負担金 165 万円

小計 1億 976 万円 小計 2億 783 万円

営業収益
（下水道使用料等） 1億 306 万円

営業費用（管渠費、
処理場費、総係費、
減価償却費等）

3億 3614 万円

営業外収益
（一般会計補助金、長
期前受金戻入等）

2億 7861 万円 営業外費用（支払利息） 3362 万円

小計 3億 8167 万円 小計 3億 6976 万円

収入合計 4億 9143 万円 支出合計 5億 7759 万円

下 水 道 事 業

収入 支出

企業債借入 5000 万円 建設改良費（配水管布設工事等） 1億 429 万円

負担金等（町道工事
にかかる配水管工事
負担金等）

259 万円 元利償還金 7293 万円

小計 5259 万円 小計 1億 7722 万円

営業収益
（給水収益等） 2億 9156 万円

営業費用（原水・浄
水、配水・給水、総
係費、減価償却費等）

2億 3710 万円

営業外収益
（預金利息、雑収入等） 993 万円 営業外費用（支払利息、雑支出） 2373 万円

特別利益（消費税還
付金等） 0円 特別損失 0円

小計 3億 149 万円 小計 2億 6083 万円

収入合計 3億 5408 万円 支出合計 4億 3805 万円

工 業 用 水 道 事 業
収入 支出

資本的収入
（一般会計補助金）

1010 万円 企業債償還金 892 万円

営業収益（給水収益） 920 万円
営業費用 
（原水・浄水、総係費）

805 万円

営業外収益 
（一般会計補助金）

230 万円
営業外費用 
（支払利息、雑支出）

330 万円

収入合計 2160 万円 支出合計 2027 万円

　工業用水道事業も公営企業会計を

適用しています。原則として費用と

収益をバランスさせる必要がありま

すが、対象となる企業が 1社である

ことから、維持管理費用等を賄うだ

けの収入があるとはいえず、一般会

計からの補助金の投入を行う必要が

あります。

　また、平成 30年度より企業債償

還金が始まっているため、今後も維

持管理費の節減に努めます。

　下水道使用料や下水管布設完了に

伴う受益者負担金により運営を行っ

ています。収入が不足するために

行っている一般会計からの補助は、

主に公債費（借金の返済費用）に充

てています。

　また、収支の不足分に対しては、

過年度分損益勘定留保資金等を充当

します。

　なお、令和 6 年度末時点で、事

業認可区域内の下水道整備率は

97.3％です。引き続き、井石地区の

管渠工事を実施し、公共下水道の整

備を図るとともに、未接続世帯への

接続勧奨通知などにより下水道接続

の普及に努めます。

上 水 道 事 業 　上水道事業は公営企業会計を適用

しており、投資に関する収支と、収

益に関する収支に分けて表記しま

す。なお、収支の不足分に対しては、

過年度分損益勘定留保資金等を充当

します。

　投資については、老朽管や他の工

事に伴う配水管の布設替工事と電気

設備改修工事を実施しました。

　今後も事業・経営の効率化・健全

化を図りつつ、水道の安定供給に向

けて年次計画的に取り組みます。


